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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、日・米・欧多国籍企業の本社及びそれら先進国・新興国に立地する
海外子会社を研究対象とし、多国籍かつ多文化的背景を持つ人材を活用するためのタレントマネジメントについ
て（1）理論研究及び（2）実証的研究（定性・定量的調査）を通じて、タレントマネジメントのモデル・理論構
築を行うことにある。
平成27年度は文献調査及び概念構築を目的とした定性調査を実施した。平成28年度は文献調査及び現地調査を通
じて、タレント識別及びグローバルタレントマネジメントにおける地域統括本社の役割の解明に焦点を当てた。
平成29年度は、これまでの研究成果を踏まえて定量調査を実施した。現在その分析に取り組んでいる。

研究成果の概要（英文）： This study focuses on the headquarters and overseas subsidiaries of 
multinational companies (MNCs) that are located in emerging countries, in order to build a model for
 global talent management using qualitative and quantitative research.
 We especially targeted Japanese MNCs. This was because of the lack of studies on Japanese MNCs, as 
opposed to the number of studies that have focused on American and European MNCs in global talent 
management research. 
　In 2015, we conducted a literature review and interview based research to build  conceptual model 
for global talent management. Based on the findings, we focused on the role of RHQs in global talent
 management in 2016. Then we conducted quantitative research in 2017, and are analyzing the 
quantitative data.

研究分野：国際経営
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１． 研究開始当初の背景 
 
本研究は、2013 年度科学研究費研究成果公
開促進費（学術図書：研究代表者）の助成を
受け出版した学位請求論文を発展させた研
究として位置付けられる。拙著では、日本多
国籍企業本社の経営幹部層以上を研究対象
とし、グローバル戦略と人的資源管理との関
係性に着目し、日本企業のグローバル人的資
源管理について考察した。研究を深化させる
中で、標準化されたHRMシステムの活用は、
拠点間の人材異動の基盤となるが、グローバ
ル戦略を遂行し、拠点間の協働、それを通じ
た新たな知識・技術等の創出を通じたグロー
バルな競争優位を構築するには、多国籍企業
グループとして、地域、国籍を問わず優秀な
人材を活用するための“一貫性のある”グロ
ーバルタレントマネジメント（採用、配置、
教育訓練、インセンティブ、処遇等）の綿密
な設計・構築及びその実践が必要となること
が明らかとなった。しかし、多国籍かつ多文
化的背景を持つ人材を対象とするグローバ
ルタレントマネジメント研究は、国内外にお
いて発展段階にあり、その概念、定義は多様
になされ、コンセンサスが得られていない現
状にある(Vaiman and Haslberger, 2013；
Ariss et al., 2014)。これは十分に理論が構築
されていないことに起因する。 
グローバルタレントマネジメントの理論
構築を進める上で、事例研究等の質的調査の
実施、蓄積が喫緊の課題として指摘されてい
る（Tarique and Schuler, 2010）。主に海外
の先行研究では、米・欧多国籍企業の事例研
究を通じて、それら多国籍企業が志向するグ
ローバル戦略のあり方によって、グローバル
タレントマネジメントのあり方は異なると
の見解が示されているものの（Stahl et 
al.,2012）、理論的補強が十分に行われていな
い。また、現段階で入手できる事例研究、特
に厚い記述に基づく事例研究は非常に少な
い。加えて、多様な文化的背景を持つ人材を
対象とするグローバルタレントマネジメン
トでは、先進諸国のみならず、新興国で活躍
する人材を十分に活用することが企業競争
力を維持する上で重要であることが指摘さ
れている（Scullion and Collings，2011）。
しかし、アジア諸国、トルコ等の新興国を研
究対象に含めた研究はほとんどない。 
従って、どのように国籍を問わず優秀な人
材をマネジメントし、活用していけばよいの
かについての示唆が得られる学術的かつ実
践的な知見が不足している現状にある。我が
国の現状に関していえば、これまで多くの日
本企業が製造拠点の海外移転を通じた「オペ
レーションのグローバル化」は進めてきたが、
どのようにグローバルな競争優位を構築す
るかという「マネジメントのグローバル化」
は十分に図られていない。とりわけ、「人的
資源管理のグローバル化」は、日本企業の抱
える大きな課題として先行研究で指摘され

ている。このような現状を鑑み、本研究は、
日・米・欧多国籍企業本社及びそれら新興国
の海外子会社を研究対象とし、グローバル戦
略の遂行に向けて、多国籍かつ多文化的背景
を持つ人材を活用し、グローバルな競争優位
を創出するためのグローバルタレントマネ
ジメントのモデル・理論の構築を目的とする。 
 
２．研究の目的 
 
本研究の計画・方法は、理論研究と実証研究
に分かれる。理論研究では、グローバルタレ
ントマネジメント及びこの研究の基礎とな
っている戦略人的資源管理研究及び国際人
的資源管理研究の先行研究に基づき、概念フ
レームワーク（モデル）及び理論を構築し、
仮説を導出する。これら研究成果を踏まえて、
実証研究では、日・米・欧多国籍企業の本社
及びそれら新興国に立地する海外子会社を
対象に、予備調査及びインタビュー調査を実
施し、事例研究を蓄積すると共に、そこから
導出された知見を踏まえて、上記研究対象に
対する定量調査を実施し、モデルの妥当性を
検証する。本研究は、平成 27年度から 29年
度の 3 か年に亘って実施する。平成 27 年度
は、基礎的な理論構築と予備調査（事例研究）
に基づきモデル構築を行う。平成 28年度は、
引き続き事例研究を蓄積し次年度の定量調
査の礎を固める。平成 29 年度は本格的な定
量調査を実施し、モデルを完成させる。 
 
本研究は、日・米・欧多国籍企業の本社及び
それら先進国・新興国に立地する海外子会社
を研究対象とし、多国籍かつ多文化的背景を
持つ人材を活用するためのタレントマネジ
メントについて（1）理論研究を通じてタレ
ントマネジメントの理論フレームワークの
構築を行い、（2）実証的研究（定性・定量的
調査）を通じて、タレントマネジメントのモ
デル・理論構築を行うことを目的とする。 
 
３．研究の方法 
 
本研究の計画・方法は、理論研究と実証研究
に分かれる。理論研究では、グローバルタレ
ントマネジメント及びこの研究の基礎とな
っている戦略人的資源管理研究及び国際人
的資源管理研究の先行研究に基づき、概念フ
レームワーク（モデル）及び理論を構築し、
仮説を導出する。これら研究成果を踏まえて、
実証研究では、日・米・欧多国籍企業の本社
及びそれら新興国に立地する海外子会社を
対象に、予備調査及びインタビュー調査を実
施し、事例研究を蓄積すると共に、そこから
導出された知見を踏まえて、上記研究対象に
対する定量調査を実施し、モデルの妥当性を
検証する。本研究は、平成 27年度から 29年
度の 3 か年に亘って実施する。平成 27 年度
は、基礎的な理論構築と予備調査（事例研究）
に基づきモデル構築を行う。平成 28年度は、



引き続き事例研究を蓄積し次年度の定量調
査の礎を固める。平成 29 年度は本格的な定
量調査を実施し、モデルを完成させる。 
 
 
４．研究成果 
 
グローバルタレントマネジメントに関する
先行研究では、グローバルな規模で人材を発
掘し、活用することを前提に議論されてきた。
しかし、近年では、本社と海外子会社の間の
制度的、文化的、地理的距離が大きいほど、
本社は海外子会社の人材を識別することが
難しいという点が指摘されてきた。そこで、
われわれは、日本多国籍企業の本社及び新興
国に立地する海外子会社を考察対象とした。
ここで、われわれは、文化的、地理的距離が
大きい海外子会社を考察対象とすることを
前提に、ヨーロッパ地域の新興国市場を研究
対象に設定した。 
本社及び海外子会社へのインタビュー調査
を通じて、特に欧州の新興国に立地する海外
子会社のタレントマネジメントは、物理的、
制度的、文化的距離の影響から本社では十分
に対応できないため、地域統括本社が海外子
会社のタレントマネジメント及びタレント
の識別に積極的にかかわっていることが分
かった。また、平成 29 年に定量調査を実施
したが、現在その分析を行っているところに
ある。 
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